
○ 銃砲刀剣類所持等取締法 

（確認及び番号又は記号の打刻） 

第四条の四  

３ 都道府県公安委員会は、第四条第一項第一号の規定による許可を受けた者に対し、その所持するクロスボウが当該

許可に係るものであることを表示させるため必要がある場合には、内閣府令で定めるところにより、当該許可に係

るクロスボウに当該許可に係るものであることを表示するための措置として内閣府令で定めるものを執ることを命

ずることができる。 

（許可の失効、許可証の返納及び仮領置） 

第八条  

７ 都道府県公安委員会は、許可が失効した場合において、人の生命、身体若しくは財産に対する危険を防止するため

必要があると認めるとき、又は前項の期間を経過したときは、当該許可を受けていた者（当該許可を受けていた者

の所在が不明である場合において、同居の親族又は当該許可に係る銃砲等若しくは刀剣類の存する場所を管理する

者（以下「同居の親族等」という。）があるときは、当該同居の親族等）又は第四項の規定により許可証を返納し

なければならない者に対し当該銃砲等又は刀剣類の提出を命じ、提出された銃砲等又は刀剣類を仮領置するものと

する。 

（指定射撃場の指定等） 

第九条の二  

２ 都道府県公安委員会は、指定射撃場が前項の内閣府令で定める基準に適合しなくなつた場合においては、その指定

を解除することができる。 

第九条の三  

２ 都道府県公安委員会は、猟銃等射撃指導員が前項の内閣府令で定める基準に適合しなくなつた場合においては、そ

の指定を解除することができる。 

（クロスボウ射撃指導員） 

第九条の三の二  

２ 都道府県公安委員会は、クロスボウ射撃指導員が前項の内閣府令で定める基準に適合しなくなつた場合において

は、その指定を解除することができる。 

（教習射撃場の指定等） 

第九条の四  

３ 都道府県公安委員会は、教習射撃指導員がその業務に関し不正な行為をしたとき、又はこの法律若しくはこれに基

づく命令の規定に違反したときは、教習射撃場を管理する者に対し、その解任を命ずることができる。 

（射撃教習） 

第九条の五  

３ 都道府県公安委員会は、前項の認定を受けた者が、第五条の四第一項ただし書に規定する者に該当することとなつ

たときは、前項の認定を取り消すものとする。この場合において、認定を取り消された者は、教習資格認定証を返

納しなければならない。 

（教習用備付け銃） 

第九条の六  

３ 都道府県公安委員会は、内閣府令で定めるところにより、教習射撃場を設置する者に対し、当該教習用備付け銃に

当該都道府県公安委員会が指定する番号又は記号を打刻することを命ずることができる。 

（教習用備付け銃の管理） 



第九条の七  

３ 都道府県公安委員会は、教習用備付け銃に係る保管の設備又は方法が前項の基準に適合していないと認めるとき、

その他危害予防上必要があると認めるときは、当該教習射撃場を管理する者に対し、期間を定めて、保管の設備又

は方法の改善を命じ、その他危害予防上必要な措置を執るべきことを命ずることができる。 

（教習射撃場の指定の解除等と教習用備付け銃の仮領置） 

第九条の八 次に掲げる場合には、都道府県公安委員会は、第九条の四第一項の指定を解除し、又は六月を超えない範

囲内で期間を定めてその期間内における射撃教習に基づき第九条の五第五項の教習修了証明書を交付することを禁

止することができる。 

一 教習射撃場が第九条の四第一項各号の内閣府令で定める基準に適合しなくなつた場合 

二 教習射撃場を設置する者が第九条の六第一項又は第二項の規定に違反した場合 

三 教習射撃場を設置する者が第九条の六第三項の規定による命令に応じなかつた場合 

四 教習射撃場を管理する者が第九条の四第二項、第九条の五第五項又は前条第二項、第四項若しくは第五項の規定に

違反した場合 

五 教習射撃場を管理する者が第九条の四第三項又は前条第三項の規定による命令に応じなかつた場合 

２ 都道府県公安委員会は、前項の規定による教習修了証明書の交付の禁止の処分を受けた教習射撃場を管理する者が

当該禁止に違反して教習修了証明書を交付したときは、第九条の四第一項の指定を解除することができる。 

（練習射撃場の指定等） 

第九条の九  

２ 第九条の四第二項及び第三項の規定は練習射撃指導員の選任及び解任について、同条第四項の規定は練習射撃場の

指定について準用する。この場合において、これらの規定中「教習射撃場」とあるのは「練習射撃場」と、同条第

三項中「又はこの法律若しくはこれに基づく命令の規定に違反したとき」とあるのは「この法律若しくはこれに基

づく命令の規定に違反したとき、又は第九条の十一第三項の規定による指名を受けた場合において当該指名に係る

年少射撃資格者が当該練習射撃指導員の監督に従わないで練習用備付け銃を所持したとき（当該練習射撃指導員が

年少射撃資格者のした当該行為を防止するために相当の注意を怠らなかつたことが証明されたときを除く。）」と

読み替えるものとする。 

（射撃練習） 

第九条の十  

３ 第四条の二及び第九条の五第三項の規定は前項の認定について、第五条の三第三項の規定は練習資格認定証につい

て準用する。この場合において、第九条の五第三項中「第五条の四第一項ただし書に規定する者」とあるのは「第

九条の十第二項各号に掲げる者の区分に応じ当該各号に定める者」と、「教習資格認定証」とあるのは「練習資格

認定証」と読み替えるものとする。 

（練習用備付け銃） 

第九条の十一  

２ 第九条の六第二項及び第三項並びに第九条の七の規定は、前項の規定により備え付けた猟銃又は空気銃（以下「練

習用備付け銃」という。）について準用する。この場合において、これらの規定中「教習射撃場」とあるのは「練

習射撃場」と、第九条の七第五項中「射撃教習を受けようとする者が第九条の五第二項の教習資格認定証」とある

のは「射撃練習を行おうとする者が第七条第一項の許可証、第九条の十第二項の練習資格認定証又は第九条の十三

第二項の年少射撃資格認定証」と読み替えるものとする。 

（練習射撃場の指定の解除等と練習用備付け銃の仮領置） 

第九条の十二 次に掲げる場合には、都道府県公安委員会は、第九条の九第一項の指定を解除することができる。 



一 練習射撃場が第九条の九第一項第一号の内閣府令で定める基準に適合しなくなつた場合 

二 練習射撃指導員が欠けるに至つた場合 

三 練習射撃場を設置する者が前条第一項の規定又は同条第二項において準用する第九条の六第二項の規定に違反した

場合 

四 練習射撃場を設置する者が前条第二項において準用する第九条の六第三項の規定による命令に応じなかつた場合 

五 練習射撃場を管理する者が第九条の九第二項において準用する第九条の四第二項の規定、前条第二項において準用

する第九条の七第二項、第四項若しくは第五項の規定又は前条第三項の規定に違反した場合 

六 練習射撃場を管理する者が第九条の九第二項において準用する第九条の四第三項又は前条第二項において準用する

第九条の七第三項の規定による命令に応じなかつた場合 

（クロスボウ射撃資格の認定） 

第九条の十六  

２ 第四条の二の規定は前項の認定を受けようとする者について、第五条の三第三項の規定は前項の規定によるクロス

ボウ射撃資格認定証の交付を受けた者について、第九条の五第三項の規定は前項の認定を受けた者について、それ

ぞれ準用する。この場合において、同条第三項中「第五条の四第一項ただし書に規定する者」とあるのは「第五条

（第二項から第四項までを除く。）の許可の基準に適合しないため第四条第一項第一号の規定によるクロスボウの

所持の許可を受ける資格を有しないと認められる者」と、「教習資格認定証」とあるのは「クロスボウ射撃資格認

定証」と読み替えるものとする。 

（報告徴収、立入検査等） 

第十条の六  

６ 第九条の七第三項の規定は、第十条の四第一項の規定により銃砲を保管する者について準用する。この場合におい

て、第九条の七第三項中「教習用備付け銃に係る保管の設備又は方法が前項の基準に適合していない」とあるの

は、「第十条の四第一項の規定により銃砲を保管する者が同条第二項又は第三項の規定に違反して当該銃砲を保管

している」と読み替えるものとする。 

（猟銃又は空気銃の保管の委託） 

第十条の八  

２ 第九条の七第二項から第四項までの規定は、猟銃等保管業者について準用する。この場合において、これらの規定

中「教習用備付け銃」とあるのは、「第十条の八第一項の規定により委託を受けて保管する猟銃又は空気銃」と読

み替えるものとする。 

３ 都道府県公安委員会は、猟銃等保管業者が前項において準用する第九条の七第三項の規定による命令に応じなかつ

たときは、その者に対し、当該業務の廃止を命じ、又は六月を超えない範囲内で期間を定めて当該業務の停止を命

ずることができる。 

（クロスボウの保管の委託） 

第十条の八の二  

２ 第九条の七第二項から第四項までの規定は、クロスボウ保管業者について準用する。この場合において、これらの

規定中「教習用備付け銃」とあるのは、「第十条の八の二第一項の規定により委託を受けて保管するクロスボウ」

と読み替えるものとする。 

３ 都道府県公安委員会は、クロスボウ保管業者が前項において準用する第九条の七第三項の規定による命令に応じな

かつたときは、その者に対し、当該業務の廃止を命じ、又は六月を超えない範囲内で期間を定めて当該業務の停止

を命ずることができる。 

（指示） 



第十条の九 都道府県公安委員会は、第四条又は第六条の規定による許可を受けた者がこの法律若しくはこれに基づく

命令の規定若しくはこれらに基づく処分又は火薬類取締法第五十条の二第一項の規定の適用を受ける火薬類につい

て同法若しくはこれに基づく命令の規定若しくはこれらに基づく処分に違反した場合において、当該許可を受けた

者が当該許可に係る銃砲等又は刀剣類について適正な取扱いを行つていないと認めるときは、その者に対し、危害

予防上必要な措置を執るべきことを指示することができる。 

２ 都道府県公安委員会は、年少射撃資格者がこの法律若しくはこれに基づく命令の規定又はこれらに基づく処分に違

反した場合において、その者が第三条第一項第四号の八の規定により所持することができる第四条第一項第五号の

二の規定による許可に係る空気銃を適正に使用していないと認めるときは、その者に対し、危害予防上必要な措置

を執るべきことを指示することができる。 

（許可の取消し及び仮領置） 

第十一条 都道府県公安委員会は、第四条又は第六条の規定による許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場

合においては、その許可を取り消すことができる。 

一 この法律若しくはこれに基づく命令の規定若しくはこれらに基づく処分（前条第一項の指示を含む。）又は第四条

第二項の規定に基づき付された条件に違反した場合 

二 第五条第一項第二号、第六号、第十二号、第十三号又は第十五号から第十八号までに該当するに至つた場合 

三 第五条第一項第三号から第五号までのいずれかに該当するに至つた場合 

四 第五条の二第二項第二号又は第三号に該当するに至つた場合 

五 第五条の二第四項第一号に該当することによりライフル銃の所持の許可を受けた者が同号に該当しなくなつた場合 

２ 都道府県公安委員会は、第四条又は第六条の規定による許可を受けた者について第五条第五項に規定する事情が生

じた場合においては、その許可を取り消すことができる。 

３ 人命救助等に従事する者が当該許可を受けた者の指示に基づかないで当該銃砲等を所持した場合には、都道府県公

安委員会は、当該銃砲等に係る許可を取り消すことができる。ただし、許可を受けた者が人命救助等に従事する者

のした当該行為を防止するために相当の注意を怠らなかつたことが証明された場合は、この限りでない。 

４ 第四条又は第六条の規定による拳銃等又は猟銃の所持の許可を受けた者が、火薬類取締法第五十条の二第一項の規

定の適用を受ける火薬類について、同法若しくはこれに基づく命令の規定又はこれらに基づく処分に違反した場合

には、都道府県公安委員会は、その許可を取り消すことができる。 

５ 都道府県公安委員会は、第四条第一項第一号の規定による許可を受けた者が引き続き三年以上当該許可に係る猟銃

若しくは空気銃又はクロスボウを当該許可に係る用途に供していないと認めるときは、その許可を取り消すことが

できる。 

６ 年少射撃資格者が第四条第一項第五号の二の規定による許可を受けた猟銃等射撃指導員の監督に従わないで当該許

可に係る空気銃を所持した場合には、都道府県公安委員会は、当該猟銃等射撃指導員が同号の規定により受けた許

可を取り消すことができる。ただし、当該猟銃等射撃指導員が年少射撃資格者のした当該行為を防止するために相

当の注意を怠らなかつたことが証明された場合は、この限りでない。 

７ クロスボウ射撃資格者が第四条第一項第五号の三の規定による許可を受けたクロスボウ射撃指導員の監督に従わな

いで当該許可に係るクロスボウを所持した場合には、都道府県公安委員会は、当該クロスボウ射撃指導員が同号の

規定により受けた許可を取り消すことができる。ただし、当該クロスボウ射撃指導員がクロスボウ射撃資格者のし

た当該行為を防止するために相当の注意を怠らなかつたことが証明された場合は、この限りでない。 

８ 都道府県公安委員会は、第一項各号のいずれか又は第二項から第四項までの事由が発生した場合において、人の生

命、身体又は財産に対する危険を防止するため必要があると認めるときは、第二十七条第一項の規定の適用がある

場合を除き、取消し前において、当該許可を受けている者（当該許可を受けている者の所在が不明である場合にお



いて、同居の親族等があるときは、当該同居の親族等）に対し当該銃砲等若しくは刀剣類の提出を命じ、提出され

た銃砲等若しくは刀剣類を仮領置し、又は第十三条の三第一項の規定により既に保管している銃砲等若しくは刀剣

類にあつてはこれを仮領置することができる。 

（年少射撃資格の認定の取消し） 

第十一条の三 都道府県公安委員会は、年少射撃資格者が次の各号のいずれかに該当することが判明した場合において

は、当該年少射撃資格の認定を取り消さなければならない。 

一 第五条第一項第二号、第六号、第十二号、第十三号又は第十五号から第十八号までに該当するに至つた場合 

二 第五条第一項第三号から第五号までのいずれかに該当するに至つた場合 

三 第五条の二第二項第二号又は第三号に該当するに至つた場合 

２ 都道府県公安委員会は、年少射撃資格者がこの法律若しくはこれに基づく命令の規定又はこれらに基づく処分（第

十条の九第二項の指示を含む。）に違反した場合においては、当該年少射撃資格の認定を取り消すことができる。 

（報告徴収等） 

第十二条の三 都道府県公安委員会は、第四条若しくは第六条の規定による許可を受けた者が当該許可を受けた後も引

き続き第五条（第二項から第四項までを除く。）及び第五条の二（第一項及び第三項を除く。）の許可の基準に適

合しているかどうか、又は年少射撃資格者が当該年少射撃資格の認定を受けた後も引き続き第九条の十三第一項

（第二号を除く。）の年少射撃資格の認定の基準に適合しているかどうかを調査するため必要があると認めるとき

は、その者に対し、必要な報告を求め、又はその指定する医師の診断を受けるべきことを命ずることができる。 

（調査を行う間における銃砲等又は刀剣類の保管） 

第十三条の三 都道府県公安委員会は、第四条又は第六条の規定による銃砲等又は刀剣類の所持の許可を受けた者が、

人に暴行を加え、又はみだりに動物の殺傷その他の物の損壊をする行為をし、かつ、その者のこれらの行為その他

の異常な又は粗暴な言動から判断して、その者が第五条第一項第三号から第五号まで又は第十八号に該当する疑い

があると認められる場合において、その者がこれらの規定に該当するかどうかについて第十二条の三の規定による

受診命令、前条の規定による照会その他の方法により調査を行う必要があり、当該調査を行う間、その者に当該許

可に係る銃砲等又は刀剣類を保管させておくことが適当でないと認めるときは、その者（その者の所在が不明であ

る場合において、同居の親族等があるときは、当該同居の親族等）に対し当該銃砲等又は刀剣類の提出を命じ、当

該調査を行う間、提出された銃砲等又は刀剣類を保管することができる。 

（提出を命じた銃砲等又は刀剣類の売却等） 

第二十七条 銃砲等又は刀剣類で次の各号のいずれかに該当するものについては、裁判により没収する場合を除くほ

か、都道府県公安委員会は、内閣府令で定める手続により、その提出を命ずることができる。 

一 第三条第一項又は第十条第一項（第二十一条において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定に違反した者が所

持する当該違反に係るもの 

二 偽りの方法により第四条又は第六条の規定による許可を受けた者が所持する当該許可に係るもの 

三 偽りの方法により第十四条の規定による登録を受けた銃砲若しくは刀剣類の所有者又は当該登録があつた後情を知

つて所有者からこれを取得した者が所持する当該登録に係るもの 

 


